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石油の利用

•燃料として

★自家用車 ★暖房 ★公共交通

★流通 ★農林水産業用の燃料 など

•石油化学製品

★プラスチック製品 など

※形を変えていろいろな

ところで使われています。

災害時の石油製品の利用
•災害応急対応に必須

★被災者の救助

（緊急車両や航空機など）

★暖房用（特に冬季、北方・山間部）

★インフラ、ライフライン等の復旧活動

（重機、要員や資機材の移送）

★支援物資の輸送

★重要施設の自家発電機

出典：海上自衛隊WEBサイト

この分野（石油・製油所×災害）の
先行研究

•赤松らの一連の研究（2012,2016など）

⇒東日本大震災の際の燃料の供給支障など

•山崎・小池・曽根の研究（2016）
⇒南海トラフ巨大地震によって製油所が

長期間停止した場合の経済被害

•泉谷（2017）
⇒首都直下地震時の石油製品の供給予測

など



•石油精製施設の問題

（生産力の問題）

•輸送の問題

（タンクローリーとタンク車）

１．石油精製の仕組みと立地
•製油所は原油を蒸留し各種石油製品を製造す
る。⇒常圧蒸留装置（トッパー）

•製造所は製油所から半製品を持ち込み、各種
石油製品を製造する。

•油槽所は石油版の物流基地・倉庫のような施
設である。

•製油所で原油を蒸留し、各種燃料油を作ると
いう流れは国や時代を問わず基本的に同じ。

•ただし、立地は国によって異なる。

⇒日本は臨海部のみであるが、ドイツは内陸部、

アメリカは臨海部にも内陸部にもある。

２.東日本大震災による製油所の被災
•2011年３月11日に発生した東日本大震災では、東北
地方から関東地方の製油所の多くが被災し、一時的
に操業を停止した。

•津波や火災の被害を受けた製油所は長期間にわたっ
て原油処理を再開できなかった。

出典：各社プレスリリースをもとに作成

表1:東日本大震災で被災した製油所

製油所 精製能⼒（B/D）被災状況 フル⽣産再開 震度

1 JX仙台製油所 145,000 ⽕災・津波 2012年3⽉9⽇ 6弱

2 JX根岸製油所 270,000 被害軽微 2011年4⽉10⽇ 4

3
⿅島⽯油⿅島製
油所

252,500 損傷⼤ 2011年6⽉4⽇ 5強

4
東燃ゼネラル・
川崎製油所

335,000 被害なし 2011年3⽉18⽇ 5強

5
コスモ⽯油千葉
製油所

220,000 ⽕災 2012年4⽉28⽇ 5弱

6
極東⽯油千葉製
油所

175,000 被害なし 2011年3⽉21⽇ 5弱

発災

津波浸⽔被害発⽣ 津波浸⽔せず

・正常化まで半年から1年以上
・正常な出荷業務も難しい

受⼊桟橋流出 受⼊桟橋被害軽微または無し

⼤規模⽕災発⽣ ⼤規模⽕災なし

・タンク、配管に被害がなければ
速やかに出荷再開

・緊急停⽌のみならば本格操業再
開まで約10⽇、被害ありならそ
れ以上の期間停⽌

Q1 津波被害は発⽣したか？

Q2⼤⽕災発⽣したか？

Q3受⼊桟橋流出したか？

中部圏の３製油所は、
いずれも震度6弱以上、
津波浸⽔は国の公表し
ている浸⽔予測図を⾒
る限りでは浸⽔せず



南海トラフ巨大地震時の石油製品
生産力の推定

前提条件

•国内製油所：23ヵ所

•原油処理能力391万6700B/D
•特徴

製油所は関東地方以西に偏在
しており、関東・中部・近畿・
中国の各地方で国内の原油処理
能力の83.1%に相当する。特に関
東地方に原油処理能力の40%が
集中している。

石油連盟：製油所の所在地と原油処理能力
（2015年8月末現在）をもとに作成

地方 都道府県 地方 都道府県

北海道 北海道 中国 岡山・広島・山口・鳥取・島根

東北
青森・岩手・宮城・秋田・山形・
福島

四国 徳島・香川・愛媛・高知

関東
茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・
東京・神奈川・山梨・長野・新
潟・静岡

九州
福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・
宮崎・鹿児島

中部 愛知・三重・岐阜・富山・石川 沖縄 沖縄

近畿
福井・滋賀・京都・大阪・兵庫・
奈良・和歌山

表6：国内製油所一覧

表7：地方区分

地方 企業 製油所
原油処理能力

（B/D）
原油処理能力の
地域合計（B/D)

地域原油処理能力
（B/D)の国内原油処
理能力に占める割合

北海道 出光 北海道製油所 160,000 160,000 4.1%
東北 JX 仙台製油所 145,000 145,000 3.7%

鹿島石油 鹿島製油所 252,500
コスモ石油 千葉製油所 220,000
極東石油 千葉製油所 152,000

出光 千葉製油所 200,000
富士石油 袖ヶ浦製油所 143,000

東燃ゼネラル 川崎製油所 258,000
東亜石油 京浜製油所 70,000

JX 根岸製油所 270,000
出光 愛知製油所 175,000

コスモ石油 四日市製油所 132,000
昭和四日市 四日市 255,000
コスモ石油 堺製油所 100,000

東燃ゼネラル 堺製油所 156,000
大阪国際
石油精製

大阪製油所 115,000

東燃ゼネラル 和歌山製油所 132,000
JX 水島製油所 380,200
JX 麻里布製油所 127,000

西部石油 山口製油所 120,000
四国 太陽石油 四国製油所 118,000 118,000 3.0%
九州 JX 大分製油所 136,000 136,000 3.5%
沖縄 南西石油 西原製油所 100,000 100,000 2.6%
合計 3,916,700 3,916,700 100.0%

中部

近畿

627,200中国

40.0%

14.3%

12.8%

16.0%

関東 1,565,500

562,000

503,000

各数値・項目の推計方法
•製油所の所在および原油処理能力は、2015年8月末時
点のものを用いた。

•平常時の国内原油処理量（B/D）は、2014年の月毎
の国内原油処理量（kl）（出典：資源エネルギー統
計年報）から1日あたりの平均処理量（B/D）を推計
した。1klは6.289バレル（B）として計算した。

•地域ごとの平常時原油処理量（B/D）は、月別国内
原油処理量（B/D）に、地域の原油処理能力が国内
原油処理能力に占める割合を乗じたものとした。

最大値→2月 最小値→6月

フル生産再開までの期間

•立地自治体が震度5弱から5強
⇒緊急停止しフル生産再開は11日目

•立地自治体が震度6弱以上

⇒建造物等に被害が発生、フル生産再開は31日目

•津波浸水

⇒津波浸水が発生した場合、フル生産再開まで1年
•火災

⇒津波浸水が発生した場合、フル生産再開まで1年



基本 陸側 東側 西側
津波ケー

ス1
津波ケー

ス2
津波ケー

ス3
津波ケー

ス4
津波ケー

ス5
北海道 出光 北海道製油所 160,000 160,000 4.1% × × × × 0 0 0 0 0
東北 JX 仙台製油所 145,000 145,000 3.7% × × × × 0 0 0 0 0

鹿島石油 鹿島製油所 252,500 震度4 震度4 震度4 震度4 0 0 0 0 0
コスモ石油 千葉製油所 220,000 震度4 震度4 震度5弱 震度5弱 0 0 0 0 0
極東石油 千葉製油所 152,000 震度4 震度4 震度5弱 震度5弱 0 0 0 0 0

出光 千葉製油所 200,000 震度4 震度4 震度5弱 震度5弱 0 0 0 0 0
富士石油 袖ヶ浦製油所 143,000 震度5弱 震度4 震度5弱 震度5弱 0 0 0 0 0

東燃ゼネラル 川崎製油所 258,000 震度5強 震度5弱 震度5強 震度5弱 0 0 0 0 0
東亜石油 京浜製油所 70,000 震度5強 震度5弱 震度5強 震度5弱 0.3 0.3 0 0 0

JX 根岸製油所 270,000 震度5弱 震度5弱 震度5強 震度5弱 0.3 0 0 0 0
出光 愛知製油所 175,000 震度6強 震度7 震度6強 震度6強 0 0 0 0 0

コスモ石油 四日市製油所 132,000 震度6強 震度6強 震度6強 震度6強 0 0 0 0 0
昭和四日市 四日市 255,000 震度6強 震度6強 震度6強 震度6強 0 0 0 0 0
コスモ石油 堺製油所 100,000 震度6弱 震度6弱 震度6弱 震度6弱 0 0.3 0.3 1 0.3

東燃ゼネラル 堺製油所 156,000 震度6弱 震度6弱 震度6弱 震度6弱 0.3 1 2 1 1
大阪国際
石油精製

大阪製油所 115,000 震度6弱 震度6弱 震度6弱 震度6弱 0 0.3 1 1 0.3

東燃ゼネラル 和歌山製油所 132,000 震度6強 震度7 震度7 震度6強 1 2 2 1 1
JX 水島製油所 380,200 震度6弱 震度6強 震度6弱 震度6弱 0 0 0 0 0
JX 麻里布製油所 127,000 震度5強 震度6弱 震度5強 震度5強 0 0 0 0 0

西部石油 山口製油所 120,000 震度4 震度5弱 震度5弱 震度4 0 0 0 0 0
四国 太陽石油 四国製油所 118,000 118,000 3.0% 震度6弱 震度6強 震度6弱 震度6弱 0 0 0 0 0
九州 JX 大分製油所 136,000 136,000 3.5% 震度6弱 震度6弱 震度6弱 震度6弱 3 3 3 2 5
沖縄 南西石油 西原製油所 100,000 100,000 2.6% × × × × 0 0 0 0 0
合計 3,916,700 3,916,700 100.0%

中部

近畿

627,200中国

40.0%

14.3%

12.8%

16.0%

関東 1,565,500

562,000

503,000

津波ケース（単位：ｍ）
地方 企業 製油所

原油処理能力
（B/D）

原油処理能力の
地域合計（B/D)

地方原油処理能力
（B/D)の国内原油処
理能力に占める割合

強震動生成域

表：製油所の規模と想定される外力 被災後の原油処理能力と残存率
強震動生成域

基本
強震動生成域

陸側
強震動生成域

東側
強震動生成域

西側
強震動生成域

基本
強震動生成域

陸側
強震動生成域

東側
強震動生成域

西側
被災前 3,916,700 3,916,700 3,916,700 3,916,700 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
被災直後 1,349,500 1,372,500 657,500 777,500 34.5% 35.0% 16.8% 19.9%
11日目 2,217,500 2,090,500 2,217,500 2,217,500 56.6% 53.4% 56.6% 56.6%
31日目 3,648,700 3,648,700 3,648,700 3,648,700 93.2% 93.2% 93.2% 93.2%

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

被災前 3,916,700 3,916,700 3,916,700 3,916,700 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
被災直後 1,349,500 1,372,500 657,500 777,500 34.5% 35.0% 16.8% 19.9%
11日目 2,217,500 2,090,500 2,217,500 2,217,500 56.6% 53.4% 56.6% 56.6%
31日目 3,492,700 3,492,700 3,492,700 3,492,700 89.2% 89.2% 89.2% 89.2%

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

被災前 3,916,700 3,916,700 3,916,700 3,916,700 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
被災直後 1,349,500 1,372,500 657,500 777,500 34.5% 35.0% 16.8% 19.9%
11日目 2,217,500 2,090,500 2,217,500 2,217,500 56.6% 53.4% 56.6% 56.6%
31日目 3,377,700 3,377,700 3,377,700 3,377,700 86.2% 86.2% 86.2% 86.2%

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

被災前 3,916,700 3,916,700 3,916,700 3,916,700 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
被災直後 1,349,500 1,372,500 657,500 777,500 34.5% 35.0% 16.8% 19.9%
11日目 2,217,500 2,090,500 2,217,500 2,217,500 56.6% 53.4% 56.6% 56.6%
31日目 3,277,700 3,277,700 3,277,700 3,277,700 83.7% 83.7% 83.7% 83.7%

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

強震動生成域
基本

強震動生成域
陸側

強震動生成域
東側

強震動生成域
西側

被災前 3,916,700 3,916,700 3,916,700 3,916,700 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
被災直後 1,349,500 1,372,500 657,500 777,500 34.5% 35.0% 16.8% 19.9%
11日目 2,217,500 2,090,500 2,217,500 2,217,500 56.6% 53.4% 56.6% 56.6%
31日目 3,492,700 3,492,700 3,492,700 3,492,700 89.2% 89.2% 89.2% 89.2%

原油処理能力（B/D） 原油処理能力残存率
津波ケース①　

津波ケース②

津波ケース③　

津波ケース④

津波ケース⑤

津波ケース①

津波ケース②

津波ケース③

津波ケース④

津波ケース⑤

被災直後には被災前の16.8％まで
原油処理能力が低下する恐れ

最も津波の被害の大きい、津波ケース④の原油処理能力の推移を例示する。

•被災直後、原油処理能力は65万7500B/D～137万2500B/Dに低下する。

•被災11日目に緊急停止していた製油所がフル稼働するようになり、209万
500B/D～221万7500B/Dに回復する。

•被災31日目に津波の被害を受けていない製油所がフル稼働するようになり、
377万7700B/Dに回復する。

⇒被災後１カ月は、原油
処理能力が平常時の原
油処理量を下回ると推定
された。

⇒津波被害を受けなかっ
た製油所が全てフル生産
を再開した場合でも、2月
の必用量を満たすことは
できないと推定された。

南海トラフ巨大地震津波ケース④国内原油処理能力の推移

2月に発生した場合、最大で1日当たり約305万
7000B/Dの原油処理能力が不足！

国内原油処理能力の推移 地方別の原油処理能力の推移 ①

•地方別の被害

製油所の被害は、地方ごと
にその特徴が異なっている。

関東地方では、強震動生成
域のケースによって低下する
度合いは異なるが、被災11日
目には全ての製油所がフル生
産を再開している（上図）。

近畿地方は、津波ケースに
よって31日目以降の原油処理
能力が異なることとなった。
津波ケース④の場合、全ての
製油所が津波浸水し、原油処
理能力は1年後まで０バレル
と推計された（下図）。

図 関東地方原油処理能力の推移

図 近畿地方原油処理能力の推移



地方別の原油処理能力の推移 ②

• 中部地方では、強震動
生成域のケースによっ
て低下する度合いは異
ならない。被災31日目
には全ての製油所がフ
ル生産を再開している。

• 九州地方は、強震動生
成域のケースに関わら
ず、すべての津波ケー
ス1年後まで０バレル
と推計された。

図:中部地方原油処理能力の推移

図：九州地方原油処理能力の推移

•四国地方は、被災30日目まで0B/D、その後は
平常に回復する。

•九州地方は、全ての津波ケースで浸水発生、
1年間０B/Dが続く。

•中国地方は、強震動生成域のケースで０Bに
なるケースとそうではないケースがある。被
災30日目までは違いが生じるが、31日目に平
常に回復する。

→地域内の原油処理能力が０Bになるのは、最
大５つの地方となる。

→地方によって最悪のケースは異なる。

国内全体での原油処理能力不足日数
 原油処理能力不足日数

（原油処理能力が足りない日の日数）

1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日 6月1日 7月1日 8月1日 9月1日 10月1日 11月1日 12月1日
基本 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
陸側 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
東側 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
西側 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
基本 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
陸側 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
東側 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
西側 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
基本 151 151 151 181 182 182 182 152 181 182 182 152
陸側 151 151 151 181 182 182 182 152 181 182 182 152
東側 151 151 151 181 182 182 182 152 181 182 182 152
西側 151 151 151 181 182 182 182 152 181 182 182 152
基本 181 181 181 181 211 212 212 182 211 212 212 182
陸側 181 181 181 181 211 212 212 182 211 212 212 182
東側 181 181 181 181 211 212 212 182 211 212 212 182
西側 181 181 181 181 211 212 212 182 211 212 212 182
基本 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
陸側 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
東側 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120
西側 90 91 119 120 120 120 120 90 119 120 120 120

⑤

南海トラフ巨大地震発生日

①

②

③

④

強震動
生成域

津波
ケース

表：原油処理能力不足日数

→原油処理能力不足日

数は津波ケース①の場
合が他のケースより極
端に少ないことが分
かった。同日数は30日
となっている。

→強震動生成域の別に

関係なく原油処理能力
不足日数および同最終
不足日は津波ケース別
に決まっていた。

想定された被害と空襲被害の比較
•昭和東南海地震による製油所の被害について、社史や
市史を当たるも、これといった記述はなかった。

一方、空襲被害は甚大であった。

・原油処理能力：11万6,000バレル/日（昭和19年）
⇒1万7,050バレル/日

・米軍の空襲による原油処理能力残存率：15%

数か月間に発生した
被害の累積結果

・南海トラフ巨大地震（強震動生成域東側）発生
による原油処理能力残存率：16.8%

東京湾岸から九州まで
ほぼ同時に発生する



石油製品の生産面での課題

•製油所の立地は太平洋側の特定のエリアに集中して
おり、大規模な災害が発生した際に、同時被災する
危険性がある。

•被災直後には被災前の約16%まで原油処理能力は低
下する恐れがある。

•多数の製油所が被災すると、原油を処理できなくな
るため、原油中心の国家備蓄は役に立たない。しか
も、製品備蓄はほとんどが流通在庫と一体であり、
製油所のタンク機能がダメになると同時にこれもダ
メになる。

•石油の国家備蓄はそもそも災害を念頭に置いたもの
ではなかった。東日本大震災以降、災害も念頭に置
くようになった。

石油製品の流通形態

•石油製品を輸送する手段は、主に内航タン
カー、タンクローリー、タンク車である。

•内航タンカーとタンクローリーはどの地域で
も基本的に重要。タンク車は、長野県や山梨
県、栃木県など、一部の地域で重要

•製油所から油槽所を介して、または直接、給
油所や需要家に届けられる。

タンクローリーの増援可能台数の推定

•東日本大震災では、303台のタンクローリーが、
中部以西から増援として動員された。

•南海トラフ巨大地震が発生した時に、どのく
らい増援が期待できるのか、推計を試みた。

増援可能台数＝
被災地域外タンクローリー台数※×派遣率

※20kl以上の容量を持つ白油タンクローリー

タンクローリーの増援可能台数

出典：石油設備調査

・派遣率

＝
派遣台数（ ）

中部以西のタンクローリー台数
×

100

＝23.3％

・非被災地のタンクローリー
の台数：1843（884）台
派遣可能台数

＝1843（または884）×0.233
＝429（205）台



鉄道タンク車
•中央本線は山梨県・長野県へ石油製品を運ぶた
めの重要路線

•線路網の破壊、大規模停電等により不通となる
と、山梨県、長野県はジリ貧状態に陥る。

•前例として、平成26年豪雪で首都圏とその周辺
の鉄道網がマヒした際に、適正在庫量に対して
残量が甲府地区14%、北信地区で35%まで減少
した。

•石油類の輸送シェアに関して、山梨県は42%、
長野県は82.2%を鉄道が担う。（H21年度）

• 1編成タンク⾞20両とすると、
ガソリン換算で2,360㎘輸送さ
れていると推定される。

• 四⽇市〜南松本間の代替として、
知多半島の製油所から南松本の
⽇本オイルターミナルの油槽所
までタンクローリーで運ぶと
Googleによれば3時間22分を要
する（恵那⼭トンネルは迂回）。
現地での荷下ろしや運転⼿の休
憩などを考慮すると、1⽇1往復
が限界である。

出典：四日市市で撮影

石油輸送列車1編成の代替に
20㎘タンクローリー118台が必要！

図 南海トラフ巨大地震発生時の鉄道寸断予想図

現状としては…
•製油所の立地を本当はもう少し見直す必要が
ある。

•被災後の陸上輸送能力には限界があり、外部
からの応援も足りないことが容易に想定され
る。

•自家発電機等の燃料備蓄を各自増強していく
ことが本当は望ましい。

•移動式の製油所を導入することも一考ではな
いか。

この分野の厄介な面

•わが国における石油の分野は基本的に斜陽産業
である。

⇒抜本的な対策が難しいどころか、効率化を追
求せざるをえない状態。より災害に対して脆弱
な体制にもなりうる。

•扱うものは危険物であり、水や食料のようには
いかない。

⇒水や食料なら、単純に備蓄を推奨できるが、
燃料はそう簡単にはいかない。自家発の燃料備
蓄を増やすにしても、お金がかかる。
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